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(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．百万円単位の金額については、単位未満を切り捨てて表示しております。 

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第96期 

第３四半期 
連結累計期間

第97期 
第３四半期 
連結累計期間

第96期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (百万円) 90,856 103,726 126,386

経常利益 (百万円) 1,574 3,502 4,047

四半期(当期)純利益 (百万円) 318 3,720 2,272

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,897 8,396 6,878

純資産額 (百万円) 34,456 47,161 39,436

総資産額 (百万円) 139,545 163,838 148,517

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 2.62 30.68 18.73

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 24.5 28.6 26.4
 

回次
第96期 

第３四半期 
連結会計期間

第97期 
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

自  平成25年10月１日 
至  平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 
又は四半期純損失金額（△）

(円) △0.46 6.47
 

２ 【事業の内容】



  

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。 

  
(1) 経営成績の分析 

 当第３四半期連結累計期間におけるエレクトロニクス業界は、米国経済が個人消費・雇用環境の良化

を受けて改善傾向で推移したことや中国経済が減速感を伴いつつも成長を持続したことに加え、長く景

気低迷を続けていた欧州経済に持ち直しの動きが見えてきたことなどを背景に、総じて需要は緩やかな

回復傾向で推移いたしました。こうした状況下、当社グループでは、「エコ・省エネ」・「グリーンエ

ネルギー」市場をターゲットとし、車載、白物家電、産業機器、ＬＥＤ照明といった、省エネ技術が強

く要求される製品を中心に、売上規模拡大と海外展開加速に努めてまいりました。これらの結果、当第

３四半期連結累計期間の業績につきましては、半導体デバイス製品の販売が好調に推移したこと、更に

は円安による押し上げ効果も加わったことから、売上高は1,037億26百万円となり、前年同四半期に比

べ128億69百万円（14.2％）増加いたしました。売上増並びに車載・白物市場への注力による製品ミッ

クスの良化、更には固定費抑制などの利益構造改善策の効果から、営業利益が40億３百万円（前年同四

半期比19億４百万円（90.7％）増加）、経常利益が35億２百万円（前年同四半期比19億28百万円

（122.5％）増加）と、それぞれ増加いたしました。四半期純利益につきましても、経常利益の増加に

加え、米国子会社での繰延税金資産計上により、法人税等調整額を計上したことから、37億20百万円

（前年同四半期比34億２百万円（1,069.9％）増加）となり、前年同四半期比で増収増益となりまし

た。 

  
 事業セグメント別の概況につきましては、次の通りです。 

 半導体デバイス事業では、自動車の電装化進展により車載向け製品の販売が好調を維持し、また、白

物家電向け製品につきましても、エアコンに加え冷蔵庫・洗濯機向け製品の拡販に注力した結果、販売

が好調に推移しました。これらの結果、当事業の連結売上高は817億９百万円と、前年同四半期比124億

18百万円（17.9％）増加し、連結営業利益につきましても70億89百万円となり、前年同四半期比26億25

百万円(58.8％）増加いたしました。 

 ＣＣＦＬ事業では、公共掲示板向け製品の販売減少により、連結売上高は１億28百万円と、前年同四

半期比６億21百万円（82.8％）減少いたしました。売上減に伴い、損益面につきましても、連結営業損

失５億98百万円（前年同四半期 連結営業損失５億22百万円）を計上することとなりました。 

 ＰＭ事業では、ＴＶ及びプリンターの本体部分小型軽量化に貢献するアダプター製品やオフィス向け

複合機の電源製品の販売が好調に推移しました。この結果、当事業の連結売上高は118億86百万円と、

前年同四半期比７億72百万円（7.0％）増加しましたが、損益面につきましては、ＴＶ向け電源終息に

伴う在庫処理並びに製品ミックスの変化により、連結営業損失11億39百万円（前年同四半期 連結営業

損失５億55百万円）を計上することとなりました。 

 ＰＳ事業では、電力会社の設備投資減少など、厳しい環境が続いておりましたが、官公庁向け製品の

販売が好調を持続し、また、通信関連向け製品につきましても、第３四半期以降の販売が堅調に推移し

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】



たことなどから、連結売上高は100億１百万円と、前年同四半期比２億99百万円（3.1％）増加いたしま

した。積極的な販売活動により売上を伸ばしましたが、製品ミックスの変化により、連結営業利益は２

億81百万円となり、前年同四半期比１億５百万円（27.2％）減少いたしました。 

  

当第３四半期連結会計期間末における資産の部は、1,638億38百万円となり、前連結会計年度末より

153億20百万円増加いたしました。これは主に、棚卸資産が49億49百万円、有形固定資産が48億30百万

円、ソフトウエアが12億35百万円、繰延税金資産が16億１百万円増加したことなどによるものでありま

す。 

 負債の部は、1,166億76百万円となり、前連結会計年度末より75億94百万円増加いたしました。これ

は主に、借入金が48億82百万円、コマーシャル・ペーパーが20億円増加したことなどによるものであり

ます。 

 純資産の部は、471億61百万円となり、前連結会計年度末より77億25百万円増加いたしました。これ

は主に、利益剰余金が95億37百万円、為替換算調整勘定が42億83百万円増加し、資本剰余金が65億44百

万円減少したことなどによるものであります。 

  
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

 なお、当社では、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を次の通り定め

ており、その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次の通りです。 

  ① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

 上場会社である当社の株式については、株主及び投資家の皆様による自由な取引が認められている

ため、当社取締役会としては、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的に

は株主の意思により決定されるべきであり、当社株式に対する大規模な買付行為に応じて当社株式を

売却するかどうかの判断も、最終的には当該株式を保有する株主の皆様の自由な意思によるべきもの

と考えます。 

 しかしながら、当社及び当社グループの経営にあたっては、独自のウエーハプロセスや半導体デバ

イスの製造技術、また回路技術を駆使した電源システムとオプティカルデバイスの組み合わせなど、

幅広いノウハウと豊富な経験が必要になります。更に、お客様・取引先及び従業員等のステークホル

ダーとの間に築かれた関係等への十分な理解が不可欠であり、それなくしては将来実現することので

きる株主価値を適正に判断することはできません。 

 当社は、当社株式の適正な価値を株主及び投資家の皆様にご理解いただくようＩＲ活動に努めてお

りますものの、突然大規模な買付行為がなされたときに、買付者の提示する当社株式の取得対価が妥

当か否かを株主の皆様が短期間の内に適切に判断するためには、買付者及び当社取締役会の双方から

適切かつ十分な情報が提供されることが不可欠です。更に、当社株式の継続保有をお考えの株主の皆

様にとっても、かかる買付行為が当社に与える影響や、買付者が考える当社の経営に参画したときの

経営方針、事業計画の内容、当該買付行為に対する当社取締役会の意見等の情報は、当社株式の継続

保有を検討するうえで重要な判断材料になると考えます。 

 以上を考慮した結果、当社としましては、大規模な買付行為を行う買付者において、株主の皆様の

判断のために、当社が設定し事前に開示する一定の合理的なルールに従って、買付行為に関する必要

かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供し、一定の評価期間が経過した後にのみ当該買付行為を

開始する必要があると考えております。 

 また、大規模な買付行為の中には、当社に回復し難い損害をもたらすなど、当社株主共同の利益を

著しく損なうものもないとはいえません。当社は、かかる買付行為に対して、当社取締役会が、当社

が設定し事前に開示する一定の合理的なルールに従って適切と考える方策をとることも、当社株主共

同の利益を守るために必要であると考えております（以上の当社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者の在り方に関する考え方について、以下「本基本方針」といいます。）。 

  ② 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の当社の本基本方針の実現に資する特別な

取組みの概要 

 当社では、多数の投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資していただくため、当社株主共同

(2) 財政状態の分析



の利益に資するための取組みとして、以下の取組みを実施しております。 

    1)会社の経営の基本方針 

当社は、当社グループが目指すべき方向性を明確にするため、平成15年４月に経営理念を制定して

おります。この理念に則り、半導体をコアビジネスに技術力と創造力の革新に努め、独自技術によ

るグローバルな事業展開を進めるとともに、企業に対する社会的要請や環境との調和に対する着実

な対応を通じて、会社の価値を最大限に高めるべく、確固たる経営基盤の確保に邁進しておりま

す。 

  2)中長期的な会社の経営戦略 

当社グループでは、平成24年４月から平成27年３月までの３ヶ年に亘る中期経営計画（以下「本計

画」といいます。）を策定しております。 

本計画では、基本方針として次の事項を定めております。 

 ・真のグローバル企業への転換による企業体質の変革 

 ・エコ・省エネ、グリーンエネルギー市場を核とした成長戦略の実現 

 ・技術マーケティングの確立と効率的な開発マネジメントによる新製品開発の促進 

 ・革新的ものづくりの追求と販売・ＦＡＥ機能の拡充による競争力の向上 

 ・グループリソースの最大活用と財務体質の強化 

本計画では、事業ドメインを「Power Electronics」と定めております。当社グループでは、この

分野におきましてエコ・省エネ技術（Eco-Solutions）を武器に、グローバルに市場を拡大

（Expansion）し、開発・生産・販売・人材の各要素を進化（Evolution）させ、一段上の企業像

（Next Stage）を目指すべく、スローガンを「Power Electronics for Next“E”Stage」と定めて

おります。 

  3)コーポレート・ガバナンス強化 

当社は、経営の効率化、透明性の向上及び健全性の維持を図るべく、取締役会の迅速かつ適確な意

思決定と業務執行の監督機能を強化させる一方、執行役員制度の採用により機動的な業務執行体制

の構築、マネジメント機能の強化を推し進めております。更に、ＣＳＲ室及びＩＲグループの活動

を通じて、コーポレート・ガバナンス体制の強化に努めております。また、経営環境の変化に迅速

に対応できる経営体制の実現と、事業年度における取締役の経営責任の明確化を図るため、取締役

の任期を２年から１年に短縮しております。 

 ③ 本基本方針の実現に資する特別な取組みに関する当社取締役会の考え方 

 当社取締役会は、上記②の取組みは、当社の企業価値を向上させ、当社株主共同の利益を著しく

損なうような大規模買付行為の可能性を低減させるものであることから、本基本方針の内容に沿う

ものであり、かつ、当社株主共同の利益を損なうものではないと考えております。また、経営に係

る基本方針、戦略及び体制強化を定め、これに対する取締役の経営責任の明確化を図っていること

から、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。 

  ④ 本基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み（当社株式の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策））の概要 

 当社は、平成20年５月９日開催の当社取締役会において、平成20年６月27日開催の当社第91回定

時株主総会の承認をもって、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当

社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券

等の買付行為（市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いません。また、公開買付

けについては、公開買付開始公告をもって買付行為といたします。但し、あらかじめ当社取締役会

が同意した買付行為は、本対応方針の適用対象からは除外いたします。）を適用対象とする大規模

買付ルールを設定し、大規模買付者がこれを遵守した場合と遵守しなかった場合の対応方針（以

下、「旧対応方針」といいます。）の採用を決定いたしました。なお、旧対応方針については、そ

の有効期間が平成23年６月30日までに開催される第94回定時株主総会の終結の時までとされていた

ため、当社は、平成23年５月10日開催の当社取締役会において、第94回定時株主総会における株主

の皆様のご承認をもって、旧対応方針を一部改定したうえで、「当社株式の大規模買付行為への対

応方針（買収防衛策）」（以下、「本対応方針」といいます。）として継続することを決定しまし

た。改定後の内容は、平成23年５月10日付プレスリリース「会社の支配に関する基本方針及び当社

株式の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）の継続に関するお知らせ」を当社ウェブサイト



にて公表しておりますので、そちらをご参照下さい。 

 ⑤ 本対応方針が本基本方針に沿うものであること、当社株主共同の利益を損なうものではないこと、

及び当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないこと、並びにその理由 

   1)本対応方針が本基本方針に沿うものであること 

本対応方針は、大規模買付ルールの内容、大規模買付行為が為された場合の対応方針、独立委員会

の設置、株主及び投資家の皆様に与える影響等を規定するものです。本対応方針は、大規模買付者

が大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供すること、及び一定の

評価期間が経過した後にのみ当該大規模買付行為を開始することを求め、これを遵守しない大規模

買付者に対して当社取締役会が対抗措置を講じることがあることを明記しています。また、大規模

買付ルールが遵守されている場合であっても、大規模買付者の大規模買付行為が当社株主共同の利

益を著しく損なうものと当社取締役会が判断した場合には、かかる大規模買付者に対して当社取締

役会は当社株主共同の利益を守るために適切と考える対抗措置を講じることがあることを明記して

います。この様に本対応方針は、本基本方針の考え方に沿って設計されたものであるといえます。

   2)本対応方針が当社株主共同の利益を損なうものではないこと 

上記①で述べた通り、本基本方針は、当社株主共同の利益を尊重することを前提としています。本

対応方針は、本基本方針の考え方に沿って設計され、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか

否かを判断するために必要な情報や当社取締役会の意見の提供、代替案の提示を受ける機会の提供

を保障することを目的としております。本対応方針によって、当社株主及び投資家の皆様は適切な

投資判断を行うことができますので、本対応方針が当社株主共同の利益を損なうものではなく、む

しろその利益に資するものであると考えます。更に、本対応方針の発効・延長が当社株主の皆様の

承認を条件としており、当社株主が望めば本対応方針の廃止も可能であることは、本対応方針が当

社株主の共同の利益を損なわないことを担保していると考えられます。 

なお、本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同

の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を充足しています。 

   3)本対応方針が当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと 

本対応方針は、大規模買付行為を受け入れるか否かが最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられ

るべきことを大原則としつつ、当社株主共同の利益を守るために必要な範囲で大規模買付ルールの

遵守の要請や対抗措置の発動を行うものです。本対応方針は当社取締役会が対抗措置を発動する場

合を事前かつ詳細に開示しており、当社取締役会による対抗措置の発動はかかる本対応方針の規定

に従って行われます。当社取締役会は単独で本対応方針の発効・延長を行うことはできず、当社株

主の皆様の承認を要します。また、大規模買付行為に関して当社取締役会が対抗措置をとる場合な

ど、本対応方針に係る重要な判断に際しては、必要に応じて外部専門家等の助言を得るとともに、

当社の業務執行を行う経営陣から独立している委員で構成される独立委員会へ諮問し、同委員会の

勧告を最大限尊重するものとされています。この様に、本対応方針には、当社取締役会による適正

な運用を担保するための手続きも盛り込まれています。更に、本対応方針は、当社の株主総会で選

任される取締役で構成される取締役会によりいつでも廃止することが可能です。したがって、本対

応方針は、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻

止できない買収防衛策）ではありません。また、当社取締役の任期は１年であり、期差任期制は採

用しておりませんので、本対応方針はスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度

に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

以上から、本対応方針が当社役員の地位の維持を目的とするものでないことは明らかであると考え

ております。 

  



  
(4) 研究開発活動 

 当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は107億99百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。 

  

(5) 生産、受注及び販売の実績 

該当事項はありません。 

  
(6) 主要な設備 

 前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設について、当第３四半期連結累計期間に

完成したものは次のとおりであります。 
  

  

会社名 
事業所名

所在地 セグメントの名称 設備の内容 完了年月

アレグロ マイクロシステムズ 
フィリピン インク

フィリピン マニラ
半導体 
デバイス

製造設備 平成25年４月

ポーラー セミコンダクター 
エルエルシー

米国 ミネソタ州 
ブルーミントン

半導体 
デバイス

製造設備 平成25年８月

ポーラー セミコンダクター 
エルエルシー

米国 ミネソタ州 
ブルーミントン

半導体 
デバイス

建物 平成25年８月

石川サンケン株式会社 
志賀工場

石川県志賀町
半導体 
デバイス

製造設備 平成25年９月

ポーラー セミコンダクター 
エルエルシー

米国 ミネソタ州 
ブルーミントン

半導体 
デバイス

製造設備 平成25年９月

アレグロ マイクロシステムズ 
エルエルシー

米国 ミネソタ州 
ブルーミントン

半導体 
デバイス

製造設備 平成25年10月

ポーラー セミコンダクター 
エルエルシー

米国 ミネソタ州 
ブルーミントン

半導体 
デバイス

製造設備 平成25年12月

大連三墾電気有限公司 中国遼寧省 大連市
半導体 
デバイス

製造設備 平成25年12月

 



  

  

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による

記載をしております。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 257,000,000

計 257,000,000
 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成25年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 125,490,302 125,490,302
東京証券取引所 
（市場第一部）

 単元株式数は1,000株で 
 あります。

計 125,490,302 125,490,302 ― ―
 

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成25年12月31日 ― 125,490 ― 20,896 ― 5,225
 

(6) 【大株主の状況】

(7) 【議決権の状況】



  

平成25年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権２個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が含まれております。 

  

平成25年９月30日現在 

  

該当事項はありません。 

  

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 (自己保有株式) 
 普通株式 
     4,195,000

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式 
    120,378,000

120,378 ―

単元未満株式
 普通株式 
         917,302

― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 125,490,302 ― ―

総株主の議決権 ― 120,378 ―
 

自己保有株式 849株
 

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
サンケン電気株式会社

埼玉県新座市北野 
三丁目６番３号

4,195,000 ― 4,195,000 3.34

計 ― 4,195,000 ― 4,195,000 3.34
 

２ 【役員の状況】



  

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。 

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について



１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,079 12,615

受取手形及び売掛金 ※１  31,945 ※１  32,109

商品及び製品 11,735 13,131

仕掛品 21,090 23,406

原材料及び貯蔵品 11,140 12,378

繰延税金資産 1,210 2,813

その他 2,936 3,755

貸倒引当金 △61 △64

流動資産合計 92,077 100,145

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 17,035 18,956

機械装置及び運搬具（純額） 18,210 20,998

工具、器具及び備品（純額） 759 963

土地 4,921 5,027

リース資産（純額） 4,259 3,783

建設仮勘定 5,758 6,045

有形固定資産合計 50,945 55,775

無形固定資産   

ソフトウエア 802 2,037

その他 889 1,110

無形固定資産合計 1,691 3,148

投資その他の資産   

投資有価証券 1,769 2,396

繰延税金資産 196 195

その他 2,079 2,418

貸倒引当金 △242 △242

投資その他の資産合計 3,803 4,768

固定資産合計 56,439 63,692

資産合計 148,517 163,838



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 16,235 17,802

短期借入金 14,805 27,188

1年内償還予定の社債 20,000 －

コマーシャル・ペーパー 13,000 15,000

リース債務 1,238 1,255

未払法人税等 526 831

役員賞与引当金 － 37

未払費用 8,818 7,037

その他 2,323 2,196

流動負債合計 76,948 71,349

固定負債   

社債 10,000 30,000

長期借入金 12,500 5,000

リース債務 3,157 2,587

繰延税金負債 868 1,274

退職給付引当金 5,128 4,828

役員退職慰労引当金 20 17

資産除去債務 60 60

その他 397 1,559

固定負債合計 32,132 45,326

負債合計 109,081 116,676

純資産の部   

株主資本   

資本金 20,896 20,896

資本剰余金 17,573 11,028

利益剰余金 9,493 19,031

自己株式 △3,926 △3,947

株主資本合計 44,037 47,009

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 141 546

為替換算調整勘定 △5,004 △720

その他の包括利益累計額合計 △4,862 △174

少数株主持分 262 326

純資産合計 39,436 47,161

負債純資産合計 148,517 163,838



(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

売上高 90,856 103,726

売上原価 71,495 79,160

売上総利益 19,361 24,566

販売費及び一般管理費 17,262 20,563

営業利益 2,098 4,003

営業外収益   

受取利息 4 6

受取配当金 28 31

為替差益 58 281

雑収入 413 297

営業外収益合計 504 616

営業外費用   

支払利息 512 597

雑損失 516 519

営業外費用合計 1,028 1,116

経常利益 1,574 3,502

特別利益   

固定資産売却益 229 0

特別利益合計 229 0

特別損失   

固定資産除却損 49 15

固定資産売却損 － 2

投資有価証券評価損 47 －

特別損失合計 97 18

税金等調整前四半期純利益 1,706 3,484

法人税等 1,408 △224

少数株主損益調整前四半期純利益 298 3,709

少数株主損失（△） △19 △11

四半期純利益 318 3,720



【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 298 3,709

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △44 405

為替換算調整勘定 1,643 4,281

その他の包括利益合計 1,598 4,687

四半期包括利益 1,897 8,396

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,913 8,412

少数株主に係る四半期包括利益 △15 △15



  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

(税金費用の計算) 

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前

四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

 ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、

法定実効税率を使用する方法によっております。 

  

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。 

 なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。 

  

 ２ 輸出債権譲渡に伴う遡及義務額は、次の通りであります。 

  

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりで

あります。 

  

【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(会計方針の変更等)

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(四半期連結貸借対照表関係)

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間 

(平成25年12月31日)

受取手形 128百万円 71百万円
 

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

   183百万円    240百万円
 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年12月31日)

減価償却費 5,247百万円 6,187百万円
 



  

前第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

当社は、平成25年６月21日開催の定時株主総会における決議に基づき、同日をもって下記の通り剰 

余金の処分を行いました。 

  会社法第452条の規定に基づき、その他資本剰余金の一部を減少し、繰越利益剰余金を増加させる 

 ことで、損失処理を実施いたしました。 

   その他資本剰余金の減少額         5,816百万円 

   繰越利益剰余金の増加額           5,816百万円 

  

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月22日 
定時株主総会

普通株式 363 3.00 平成24年３月31日 平成24年６月25日 資本剰余金

平成24年11月９日 
取締役会

普通株式 363 3.00 平成24年９月30日 平成24年12月５日 資本剰余金
 

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日 
定時株主総会

普通株式 363 3.00 平成25年３月31日 平成25年６月24日 資本剰余金

平成25年11月７日 
取締役会

普通株式 363 3.00 平成25年９月30日 平成25年12月５日 資本剰余金
 



  

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△1,674百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,673

百万円及び棚卸資産の調整額△0百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。  

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△1,629百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,628

百万円及び棚卸資産の調整額△1百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。  

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

          (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

半導体 
デバイス 
事業

ＣＣＦＬ 
事業

ＰＭ事業 ＰＳ事業

売上高      

  外部顧客への売上高 69,291 749 11,113 9,702 90,856 － 90,856

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高

762 － 758 0 1,522 △1,522 －

計 70,053 749 11,872 9,703 92,378 △1,522 90,856

セグメント利益又は損失
（△）

4,464 △522 △555 386 3,772 △1,674 2,098
 

          (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

半導体 
デバイス 
事業

ＣＣＦＬ 
事業

ＰＭ事業 ＰＳ事業

売上高              

  外部顧客への売上高 81,709 128 11,886 10,001 103,726 － 103,726

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高

1,013 － 511 4 1,530 △1,530 －

計 82,723 128 12,398 10,006 105,257 △1,530 103,726

セグメント利益又は損失
（△）

7,089 △598 △1,139 281 5,632 △1,629 4,003
 



  

  

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

該当事項はありません。 

  

第97期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）中間配当については、平成25年11月７日開催の

取締役会において、平成25年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中

間配当を行うことを決議いたしました。 

  ①配当の総額                    363百万円 

  ②１株当たりの金額                    ３円 

  ③支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成25年12月５日 

  

(１株当たり情報)

 
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 2.62円 30.68円
 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 318 3,720

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 318 3,720

普通株式の期中平均株式数(千株) 121,326 121,301
 

(重要な後発事象)

２ 【その他】



  

該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

  
平成26年２月12日

サンケン電気株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサ

ンケン電気株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期
間（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平
成25年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サンケン電気株式会社及び連結子会社の平
成25年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  

利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員
業務執行社員

 
公認会計士    神    尾    忠    彦    ㊞ 
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士    渡    辺    力    夫    ㊞

     

指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士    清  本  雅  哉    ㊞
 

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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